チャランケ通信　第
69号　2014年6月22日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹                            
　前号では、今回は出張があるのでお休みにしたい、と思ったのであるが、なかなか思いきって休むというのも難しいもので、やはり短くてもきちんと定期的に出して行きたいと思った次第である。

　またスポーツから入るのが定番になっているようでまことに恐縮なのだが、やはりサッカー・ワールドカップ・ブラジル大会を見ていて、日本チームの攻撃能力不足にはやや呆れてしまった。パス回しは良いとしても、頼りになるエースストライカー不足に、見ている方はイライラしてしまう。やはり、ワールドカップで優勝争いができる前提となる予選突破する力は、まだまだもてていないことを痛感させられる。40年近く前のメキシコオリンピックで、銅メダルを獲得したときの釜本邦茂のようなエースストライカーがいてくれたらなあ、と思えてならない。キングカズではなく釜本が出るあたり、やはり同世代のサッカー界のヒーローにしか眼が行かなくなっており、歳のせいなのかもしれない。次の試合、何とか一矢を報いて欲しいものだ。
　石原環境大臣、やる気を感じさせないうえに失言、あきれる
　それにしても、石原環境大臣の「失言」には頭にくることも確かなのだが、それ以上に、石原という人は環境大臣になって一体何をしたのだろうか、何をしようとしているのだろうか、その点こそが大問題なのだ。お父さんの石原慎太郎氏は、環境問題に対してディーゼル車の排ガス規制を始めとして、なかなか精力的に問題提起をしてきており、環境問題では自民党内でも発信力のある政治家であったわけで、息子の無能力ぶりが余計目立ってしょうがない。そう考えていたところに、今回の「金目の問題でしょ」発言なのだ。いやいややっている環境大臣なら、サッサとお辞めになられたらいかがか、と思う。
確か道路公団の民営化問題の時の担当大臣で、当時の道路公団総裁に翻弄されていたのが、まぶたに焼き付いて離れない。所詮二世議員で胆力不足なのだ。今回は、環境問題という経済界が一番反対しそうな問題なため、あえて何もしない方針なのかもしれないが、世界を見渡すと環境大臣こそ将来の政治リーダーがなりたがるポストになっているわけで、この石原大臣の存在にはいただけないことこの上ない。
参議院での問責は、自民公明両党の過半数で何とかしのげても、国民の本当の声こそしっかりと耳を傾けるべき時ではなかろうか。とにかく、自民党内の閣僚も党の主だった役員も、安倍総理の言動に対する本音の発言が無さすぎるように思われる。野党もだらしないのかもしれないが、リーダーにならんとする政治家は、たとえ党内野党になったとしても、発言すべきことはキチンと発言していってほしいものだ。

安倍内閣は、株価が生命維持装置か、GPIF改革もその一環では
　安倍総理の成長戦略の中で、GPIF(年金積立金管理運用独立行政法人)による株式運用の拡大について様々な報道が出されている。その中でも、日経新聞はシリーズ『ルポ迫真』を5回に分けて連載してきた。この「チャランケ通信」でもこの問題を取り上げ、更には『週刊金曜日』(5月23日付992号)には、「公的年金積立金で株価操縦を許していいのか」という拙文を寄稿させてもらっただけに、興味深く読ませていただいた。
　このシリーズを読んで、あらためて安倍政権にとっては株価が生命維持装置になっているのではないか、ということを痛感させられる。安倍総理は6月5日、くしくも1年前のこの日は参議院選挙を前にして、第三の矢である成長戦略を記者会見している最中に、株価が大きく下落するという悪夢に苛まれたまさにその日なのだが、ベルギーで開催されたG7で成長戦略を説明し、そのなかで約130兆円もの巨額の運用資産であるGPIFの改革を法人税引き下げと共にアピールしたという。安倍総理が株価について言及することもあるのだが、もっと露骨に株価への言及をするのが麻生副総理・財務大臣・金融担当大臣であろう。4月には、6月頃には株式市場に動きが出てくるはずだよ、という意味ありげな発言などは、あたかも最近の出来事を知り抜いていたと思えるような発言であり、閣僚の発言としてはいかがなものかと疑わせるに十分なものと言えよう。
　GPIFの日本株運用委託先に外資系が10社、全体の7割へ
　具体的には、GPIF運用委員長に就任した米沢早稲田大学教授がインタビューで日本株比率を引き上げる意向を示したところ、日経平均で15,000円台を回復し、その前後の展開を見るにつけ、明らかにGPIFに対する政権の側からの影がちらついているように思えてならない。その為には、GPIFが日本株の運用委託先を見直し、大半の国内運用会社との契約を解除し、外資系が10社と7割を占めるまでにしたという。運用成績を上げるためには、国内であろうが外国であろうが、実績を上げることが第一、という姿勢を貫こうとしているのだが、国民の貴重な資産であることを忘れ、リスクに対して無防備であってはならないことは言うまでもあるまい。市場原理主義が好きなアメリカでも、すべて非市場性国債で運用しているほどなのだ。安倍政権は株価が生命維持装置、などと言われているだけに、余計その点に対する警戒を怠ってはなるまい。
　既にGPIFの国内株式への投資拡大が始まっているのでは
　さすがに日経新聞の北沢千秋編集委員は、16日付の電子版で「『官製相場』のにおい、気迷う株式市場」と題するレポートを書かれている。その中で、この間の株価の上昇をリードしたのが国内信託銀行であったことを指摘しつつ、その背後の投資家には共済年金なのか、あるいはGPIFがすでに先を見越して徐々にポートフォリオの見直しに入っているのではないか、とも予測されている。特に日銀が長期国債の大量の買い入れを実施している中で、入札が成立できなくなることもあるだけに、GPIFの債券放出・国内株式購入は、アベノミクスにとって歓迎されているのかもしれない。このような動きで持って株価が一時的に動くことはあったとしても、持続的な上昇のためには日本企業の成長がどのように展開されていくのか、世界のマーケット関係者にとっては、その点にこそ関心が向けられているようだ。
　株式会社とは、絶えず警戒しなければならない歴史を持つ

　　そんな株式会社を「世界で一番活動しやすくする」とは何か
下手な株価操縦(PKO)をするような市場には、世界のマーケットからは総スカンを食らうことは必至であり、きちんとしたコーポレートガバナンスを作り上げていくべきだろう。その点で、20日成立した会社法の改正で、ようやく社外取締役の選任を促すこと(義務付けではない)や、親会社の株主が子会社の役員の責任を追及できる「多重代表訴訟制度」を新設する、といった経済界に妥協が目立つ改革(?)が実現された。
安倍総理が良く発言することの一つに「世界で企業が一番活動しやすい国にする」ということがある。企業=株式会社ということだろうが、株式会社の始まりは1600年の東インド会社と言われているが、それ以降の株式会社の歴史は、まさに投資家と経営者との葛藤の歴史でもあり、投資家は絶えず経営者への監視と警戒を怠らなかったのだ。もっとも投資家に対する責任は、出資額の限りであり、無限の責任を追わなくて良かったのである。
株式会社の歴史とは、まさにそうした不信感の上にコーボレートガバナンスが組み立てられ続けてきたわけで、Co,LtdのLtdは無責任さに対して絶えず注意していなければだめですよ、というシグナルでもある、と指摘されたのは上村達男早稲田大学教授であった。そういう警戒心を持たなければならない株式会社を、自由に活動できる国にするということは、何を意味するのだろうか。
シュンペーターが言うように、イノベーションを起こす中心的な存在は企業であることは確かだが、活動しやすい環境を作ることでイノベーションが起こるものでもないわけで、むしろ、そうした甘い環境の下で、バブル紳士が躍った1980年代後半の日本を振り返っておくことも必要なのではなかろうか。われわれ人間は、ほんの10~20年前の事でさえも忘れやすいものなのだ。あれだけ痛い目にあったというのに。
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